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・ 精神障害者に関する雇用率カウントについて

・ 手帳を所持していない精神障害者の取扱いについて

障害者雇用率制度・納付金制度等の
在り方について 関係資料

資料２



精神障害者に関する雇用率カウントについて

2

論点

 精神障害者の職場定着率は週20時間から30時間勤務の場合が高くなっており、その職場定着を進める観点か

ら、精神障害者である短時間労働者を１カウントとする特例を継続してはどうか。

 また、精神障害者の個別性の高さを踏まえると、特例を継続するに当たっては、一律に要件を設けることはせ

ず、新規雇入れ又は手帳取得から３年間という要件を外してはどうか。ただし、週30時間以上の勤務を希望す

る者が短時間勤務のまま留め置かれることがないよう、行政機関が一定程度関わる形にしてはどうか。

 精神障害者の就労困難性と精神障害者保健福祉手帳の等級は必ずしも関係するものではないという意見等様々

な意見があることを踏まえると、精神障害者の「重度」という取扱いについては、ただちにこれを設けるので

はなく、調査・研究等により、引き続き検討することとしてはどうか。

 なお、特例の期間については、今後、「重度」の検討について一定の整理がされた際に改めて検討することと

し、当分の間、特例を継続してはどうか。

精神障害者は令和４年度末まで短時間労働者を１カウントとする特例を設けている。また、 精神

障害者は身体・知的障害者と異なり「重度」といった取扱いがない。

これらの取扱いについては以下のとおりとしてはどうか。



精神障害者である短時間労働者に関するカウントの特例について

【措置の内容】
精神障害者である短時間労働者で、次の要件をいずれも満たす者については、 １人をもって１

人とみなす。
① 新規雇入れから３年以内の方 又は 精神障害者保健福祉手帳取得から３年以内の方

かつ、
② 令和５年３月31日までに、雇い入れられ、精神障害者保健福祉手帳を取得した方

＜留意事項＞

・ 退職後３年以内に、同じ事業主（※）に再雇用された場合は、特例の対象とはしない。
※ 子会社特例、関係会社特例、関係子会社特例又は特定事業主特例の適用を受けている事業主の
場合は、これらの特例の適用を受けている、当該事業主以外の事業主を含む。

・ 発達障害により知的障害があると判定されていた者が、その発達障害により精神障害者保健
福祉手帳を取得した場合は、知的障害の判定の日を、精神保健福祉手帳取得の日とみなす。

平成30年４月から、精神障害者の雇用が義務化されるとともに、法定雇用率が引き上げられた
ことに伴い、精神障害者の職場定着を進める観点から、精神障害者である短時間労働者の算定
に関する特例措置を設けている。
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身体障害者 知的障害者 精神障害者 発達障害者

平成25年 １０年０ヶ月 ７年９ヶ月 ４年３ヶ月 －

平成30年 １０年２ヶ月 ７年５ヶ月 ３年２ヶ月 ３年４ヶ月

出典：障害者雇用実態調査結果報告書（平成25、30年度）（厚生労働省障害者雇用対策課）

※ 勤続年数：事業所に採用されてから調査時点（平成25年：11月1日、平成30年：６月１日）までの勤続年数をいう。
ただし、採用後に身体障害者、精神障害者又は発達障害者であることが明らかとなった者の勤続年数は、身体障害者手帳、精
神障害者保健福祉手帳又は精神科医の診断書により企業が把握した年月（ただし、身体障害者、精神障害者又は発達障害者
であることを把握した年月が明らかでないときは、手帳等の交付日（診断日））を起点とした。

障害者の平均勤続年数の推移

○ 障害者の平均勤続年数については、全体として、精神障害の場合には短い傾向が見られる。
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ハローワークにおける精神障害者の職業紹介状況
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就職 ～３か月 ～６か月 ～９か月 ～12か月

等級別の定着率

精神手帳1級

精神手帳2級

精神手帳3級

等級計

（注）2020年１～６月に雇用保険被保険者として就職した者。等級計には、精神障害者保健福祉手帳所
持者のうち、等級が不明な者（1,230人）を含む （※）

精神手帳3級
n=3,569

○ 精神障害者を疾患別にみると、そううつ病が半数以上（約６割）を占め、統合失調症（約２割）が続いている。
○ 精神障害者保健福祉手帳所持者を等級別にみると、３級・２級がほぼ同程度で約４割ずつ、１級は少ない（2.6％）。
○ 精神障害者の職場定着率は、等級の違いによる大きな差はみられず、 12か月後の定着率は概ね６割程度。

※ 等級別の定着率については、2020年１月以降、 精神障害者保健福祉手帳を所持する求職者の等級を把握できるようになったことから、①ハローワークで求職申込を行った求職者であって、精神障害
者保健福祉手帳を所持する者のうち、②2020年１～６月に雇用保険被保険者として就職した者のみを抽出し、就職後の定着状況を集計したもの。なお、 2020年１月～６月における精神障害者（手帳非
所持者も含む）の新規求職申込件数全体は20,667人。

統合失調症, 
18.8%

そううつ病（そう病、う

つ病を含む）, 57.6%

てんかん, 5.4%

その他の精神障害, 
18.2%

新規求職登録者の疾患別割合

１級, 2.6%

２級, 

39.7%

３級, 

44.6%

等級未記入, 

13.0%

新規求職登録者の等級別割合

※2020年1～12月の新規登録者（主たる障害が精神障害に限る、学卒を除く）における構成比
（n=41,080）

等級計
n=9,032

※2020年1～12月の新規登録者（精神障害者保健福祉手帳所持者に限る、学卒を除く）における構成
比（n=32,572）

（就職後の経過期間）

精神手帳1級
n=201

精神手帳2級
n=3,991
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精神障害者の就労の状況について①

ハローワークから就職した障害者の職場定着状況について、知的障害や発達障害の場合に比較的安定して
いるのに対して、特に、精神障害については定着が困難な者が多い状況となっている。
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職場定着率（障害種類別）

出典：『障害者の就業状況等に関する調査研究』（2017年、JEED）
（※１）2015年７月１日から８月31日の２か月の間に、全国で134所の公共職業安定所の専門援助部門（障害者窓口）の紹介により就職した者であって、主たる障害が身体

障害、知的障害、精神障害、発達障害のある者を対象として調査。上記の数値には、そのうち、Ａ型を除いた一般企業へ就職した者のみ(n=3,273)を集計。
（※２）精神障害者の詳細別の職場定着率について、就職後３か月、３か月以降１年のいずれの職場定着率においても、有意差は認められないことに留意。同調査には

「精神障害重複」の者も調査しているが、サンプル数が少ない（n＝５）ため割愛。
（注）「３か月以降１年」の職場定着率：就職後３か月時点で職場定着していた者の就職後1年時点までの職場定着率
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精神障害者の就労の状況について②

72.7%

54.5%

69.0%

49.4%

70.6%

51.2%

68.8%

43.0%
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100.0%

１級（n=22）
２級（n=520）
３級（n=432）
手帳無し（n=221）

１級

手帳無し
２級

精神障害者の職場定着率を週の労働時間別にみると、週20～30時間勤務の場合が最も高い。

出典：『障害者の就業状況等に関する調査研究』（2017年、JEED）
（※１）精神障害の等級別の職場定着率について、就職後３か月、３か月以降１年のいずれの職場定着率においても、有意差は認められないことに留意。
（※２）精神障害の週の労働時間別の職場定着率について、就職後３か月の職場定着率は10％水準で有意であった（３か月以降１年については有意差は認められな

かった）。

職場定着率（精神障害の週の労働時間別）職場定着率（精神障害の等級別）
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（注）精神障害者短時間特例制度：平成30年４月から令和５年３月31日までに雇入れられた精神障害者である短時間労働者で、次のいずれかに該当する者は１人としてカウントする。
①通報年の３年前の年に属する６月２日以降に採用された者であること
②通報年の３年前の年に属する６月２日より前に採用された者で、同日以後に精神障害者保健福祉手帳を取得した者であること
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出典：障害者雇用状況の集計結果

週所定労働時間別雇用精神障害者（実人数）の推移（H18～R02）

○ 精神障害者の短時間労働者数（20時間以上30時間未満, 実人数）は増加傾向。
○ 短時間労働者の割合は約３割で横ばい傾向。
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（参考） 雇用身体障害者に占める短時間労働者の割合：11.5% （3.6 / 26.3（万人）） 雇用知的障害者に占める短時間労働者の割合：19.6% （2.4 / 12.3（万人））



具体的な離職理由

離職を防ぐことができたと考えられる
職場での措置や配慮

（出典）「障害のある求職者の実態等に関する調査研究」（2020年３月,  独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構）による。

障害者の継続雇用の課題となり得る要因

精神障害者の継続雇用の課題としては、身体障害者・知的障害者と比べ、不調時の対応に関するものが多く
見られる。
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職場以外の要因

将来への不安

キャリアアップのため

基本的労働習慣に課題あり

労働意欲に課題あり
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精神障害者

0% 10% 20% 30% 40%

能力が発揮できる仕事への配置

調子の悪いときに休みをとりやすくする

短時間勤務など労働時間の配慮

通院時間の確保、服薬管理など雇用管理上の配慮

業務内容の簡略化などの配慮

職場でのコミュニケーションを容易にする手段や支援者の配置

作業を容易にする設備・機器の整備

業務遂行の支援や本人、周囲に助言する者等の配置

上司や専門職員などによる定期的な相談

移動のための配慮（点字ブロック、スロープ等）

職業生活、生活全般に関する相談員の配置

教育訓練・研修の充実

身体障害者

知的障害者

精神障害者

※複数回答

※複数回答※平成30年６月１日から６月30日までの間に新規求職申込みを行った障害者を対象に調査。



（１）フルタイム勤務への移行意志

フルタイム勤務に移行したい フルタイム希望

現状では、フルタイム勤務への移行は難しい フルタイム困難

短時間勤務をこのまま続けたい 短時間継続

今のところわからない わからない

その他 その他

略称項目

◆設問

◆集計結果

フルタイム希望 80 (22.6%)

フルタイム困難 118 (33.3%)

短時間継続 89 (25.1%)

わからない 54 (15.3%)

その他 9 (2.5%)

無効回答 4 (1.1%)

合計 354 (100.0%)

対象者数（人）

１．特例適用者のフルタイム勤務への移行意志と勤続年数の関係①

 「第１回当事者質問紙調査（2019年度）」より。
 左の表の選択肢から１つを選んで回答（単一回答）

22.6% 33.3% 25.1% 15.3% 2.5%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイム希望 フルタイム困難 短時間継続 わからない その他 無効回答

 フルタイムへの移行を希望する者が23% 短時間勤務を続けたいとする者が25%
 現状ではフルタイムへの移行は難しいとする者が33%で最も多かった。

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
「精神障害者である短時間労働者の雇用に関する実態調査～雇用率算定方法の特例が適用される労働者を中心として～」（2019～2021年度）
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１．特例適用者のフルタイム勤務への移行意志と勤続年数の関係②

（２）フルタイム勤務への移行意志と勤続年数

フルタイム

希望

フルタイム

困難

短時間

継続
わからない その他 無効回答 合計

１年未満 20 32 21 17 3 2 95

(21.1%) (33.7%) (22.1%) (17.9%) (3.2%) (2.1%) (100.0%)

１年以上２年未満 42 48 38 27 4 1 160

(26.3%) (30.0%) (23.8%) (16.9%) (2.5%) (0.6%) (100.0%)

２年以上３年未満 18 37 30 10 2 1 98

(18.4%) (37.8%) (30.6%) (10.2%) (2.0%) (1.0%) (100.0%)

３年以上 0 1 0 0 0 0 1

(0.0%) (100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%)

合計 80 118 89 54 9 4 354

(22.6%) (33.3%) (25.1%) (15.3%) (2.5%) (1.1%) (100.0%)

• フルタイム勤務への移行意志の回答比率
は、勤続年数によって有意に異なるとは
言えない※

※ 分析に当たっては、期待値が小さいフルタイム移行意
志の「その他」と「無効回答」、勤続年数の「３年以
上」を除外したうえで、𝜒2検定を行った。

• 上述した（１）の「フルタイム勤務への
移行意志」の回答を、「勤続年数」ごと
に集計

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
「精神障害者である短時間労働者の雇用に関する実態調査～雇用率算定方法の特例が適用される労働者を中心として～」（2019～2021年度）
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２．特例適用者のフルタイム勤務への移行意志（自由記述）

 「第１回当事者質問紙調査（2019年年9月）」より
 調査の基準となる日：2019年９月１日

• ＜フルタイムに移行したい＞では、「収入を得たい」、「仕事へのやりがいや充実感を得たい」、「自
活・自立したい」の３項目で、70％を超えている。

• 消極的な現状維持を示す＜現状ではフルタイム勤務への移行は難しい＞、積極的な現状維持を示す＜短
時間勤務をこのまま続けたい＞、＜今のところ分からない＞については、いずれも「体調・体力・疾病
のため難しい」が最も高くなっている。

「フルタイム勤務への移行意志」（１（１）再掲）

方法：選択の理由について自由記述を求め、その回答を意味が取れる切片に分け、類似した内容で分類し、コード化を行った。

＜フルタイムに移行したい＞ ＜短時間勤務をこのまま続けたい＞ ＜今のところ分からない＞ ＜その他＞

収入を得たい 33 49.3% 体調・体力・疾病のため難しい 55 50.9% 体調・体力・疾病のため難しい 19 29.2% 体調・体力・疾病のため難しい 7 19.4% 勤務時間の延長を希望 4 30.8%
やりがいや充実感を得たい 9 13.4% 現状で仕方がない 15 13.9% 現状が望ましい 16 24.6% 自信がない・不安 5 13.9% 収入を得たい 2 15.4%
自活・自立したい 8 11.9% 現状が望ましい 8 7.4% 仕事や職場の難しさ 6 9.2% 分からない・検討中 5 13.9% 体調が大切 2 15.4%
勤務時間の延長を希望 5 7.5% 家庭との両立 7 6.5% 現状で仕方がない 5 7.7% 体調が大切 4 11.1% 自信がない・不安 2 15.4%
将来が心配 3 4.5% 自信がない・不安 6 5.6% 勤務時間の延長を希望 3 4.6% 現状が望ましい 3 8.3% 生活の向上 1 7.7%
生活の向上 3 4.5% 勤務時間の延長を希望 5 4.6% 家庭との両立 3 4.6% 通勤に時間を取られるため 2 5.6% 体調・体力・疾病のため難しい 1 7.7%
社会保障を得たい 3 4.5% 体調が大切 4 3.7% 控除等税金対策 3 4.6% 収入を得たい 1 2.8% 主治医・家族の判断 1 7.7%
家庭との両立 1 1.5% 他にやりたいことがある 4 3.7% 体調が大切 2 3.1% 社会保障がほしい 1 2.8% 計 13 100.0%
その他 2 3.0% 仕事や職場の難しさ 2 1.9% 自信がない・不安 2 3.1% 家庭との両立 1 2.8%
計 67 100.0% 通勤に時間を取られるため 1 0.9% 他にやりたいことがある 2 3.1% 現状で仕方がない 1 2.8%

その他 1 0.9% 通勤に時間を取られるため 1 1.5% 主治医・家族の判断 1 2.8%
計 108 100.0% 考えていない 1 1.5% その他 5 13.9%

その他 2 3.1% 計 36 100.0%
計 65 100.0%

＜現状ではフルタイム勤務への移行は難しい＞

注）自由記述に回答のあった231人のデータに基づき作成した。また、複数回答であるため、比率については、５つの選択肢それぞれにおけるコード数の合計に対する比率になる。

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
「精神障害者である短時間労働者の雇用に関する実態調査～雇用率算定方法の特例が適用される労働者を中心として～」（2019～2021年度）
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３．その他

短時間で働く精神障害者のフルタイム勤務に対する考え

【希望しない理由】n=46
① 今の働き方が自分に合っている（28人、 60.9%）
②体力が続かない（27人、58.7%）
③体調や病状の悪化が心配（25人、54.3%）

【将来的に希望する理由】n=33
① 収入を増やしたい（26人、78.8%）
②キャリアアップを図りたい（14人、42.4%）
③社会保障（年金や健康保険等）に入りたい
（12人、36.4%）

【現在希望しない理由】n=33

① 体調や病状の悪化が心配（14人、42.4%）
②体力が続かない（12人、36.4%）
③体調が整っていない（11人、33.3%）

【すぐにでも希望する理由】 n=16
① 収入を増やしたい（16人、100.0%）
②社会保障（年金や健康保険等）に入りたい
（8人、50.0%）
③体力に余裕がある（7人、43.8%）
③仕事が好き（7人、43.8%）

《フルタイム勤務への移行に
関する希望》

《右に示した選択肢から選択された理由のうち上位３位
（複数選択式）》

（N＝101）

《各理由の選択肢（「その他」を除く）》
【希望しない理由】
1.体力が続かない
2.今は体調が整っていない
3.体調や病状の悪化が心配
4.主治医や家族から止められている
5.家事や育児、介護などとの両立が難しい
6.今の働き方が自分に合っている
7.十分な収入を得ている
8.他にやりたいことがある

【将来的に希望する理由】
1.収入を増やしたい
2.仕事が好き
3.キャリアアップを図りたい
4.社会保障（年金や健康保険等）に入りたい
【現在希望しない理由】
1.体力が続かない
2.今は体調が整っていない
3.体調や病状の悪化が心配
4.主治医や家族から止められている
5.家事や育児、介護などとの両立が難しい
6.今の働き方が自分に合っている
7.十分な収入を得ている
8.他にやりたいことがある

【すぐにでも希望する理由】
1.収入を増やしたい
2.仕事が好き
3.体力に余裕がある
4.時間に余裕がある
5.体調が安定している
6.キャリアアップを図りたい
7.社会保障（年金や健康保険等）に入りたい
8.働きやすい環境が整っている

 「パネル調査（2020年度）」より
 調査の基準となる日：2021年2月１日

※短時間労働者のうち、フルタイム勤務に対する考えについての
質問に回答した101人のデータより作成

独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構
「精神障害者である短時間労働者の雇用に関する実態調査～雇用率算定方法の特例が適用される労働者を中心として～」（2019～2021年度）



手帳を所持していない精神障害者の取扱いについて

14

論点

 就労促進等の観点から自立支援医療受給者証の所持者等は雇用率の対象にすべきとの意見がある一方で、

自立支援医療受給者証に生活能力等に関する記載欄はなく、障害の有無は判断できないとの指摘があっ

た。また、自立支援医療受給者証所持者のうち「重度かつ継続」を雇用率の対象にしてはどうかとの意見

や、個別の就労困難性を判断することが重要であるとの意見等、様々な意見があった。

 これらの意見を踏まえ、精神障害者保健福祉手帳を所持していない者を障害者雇用率制度における対象障

害者の範囲に含めることをただちに行うのではなく、手帳を所持していない者に係る就労の困難性の判断

の在り方にかかわる調査・研究等も参考に、引き続きその取扱いを検討してはどうか。

現在、障害者雇用率制度における対象障害者の範囲は原則、手帳所持者に限られているが、精神障

害者保健福祉手帳を所持していない精神障害者の取扱いについては以下のとおりとしてはどうか。



精神障害者保健福祉手帳等について

精神障害者保健福祉手帳 自立支援医療(精神通院医療)受給者証

目的 手帳の交付を受けた者に対し、各方面の協力により各種の支援策が
講じられることを促進し、精神障害者の社会復帰の促進と自立と社
会参加の促進を図ること

心身の障害を除去・軽減するための医療について、医療費の自己負担額を
軽減すること

対象者 精神疾患（てんかん、発達障害を含む。）により、長期にわたり日常
生活又は社会生活への制約がある者

例）統合失調症、うつ病、躁うつ病などの気分障害、てんかん、薬物
やアルコールによる急性中毒又はその依存症、高次脳機能障
害、発達障害（自閉症、学習障害、注意欠陥多動性障害等）、
その他の精神疾患（ストレス関連障害等）

※ 知的障害があり、上記の精神疾患がない者は対象にならない。
※ 初診から６か月以上経過していることが必要

精神疾患により、通院による治療を続ける程度の状態の者
※「重度かつ継続」ではなく、市町村民税所得割23万５千円以上の者は対
象外

例）統合失調症、うつ病、躁うつ病などの気分障害、不安障害、薬物などの
精神作用物質による急性中毒又はその依存症、知的障害、強迫性人
格障害など「精神病質」、てんかん など

有効期間 ２年 １年

効果 ・各種税制優遇（所得税・住民税の控除、贈与税に非課税等）
・障害者雇用率へのカウント
・障害者職場適応訓練の実施 など

精神疾患等に対し、「指定自立支援医療機関」において入院しないで行う医
療（外来、デイケア、訪問介護等を含む。）に要する医療費について、自己負
担額を１割（又はそれぞれの上限額）にする

取得手続き 市町村の障害福祉課等に、
・障害者手帳申請書

・医師の診断書（※）又は障害年金を受給していることを証する書類
の写し

※ 精神保健指定医若しくは精神障害の診断又は治療に従事する医師が記
載したもの（てんかん、発達障害、高次脳機能障害者等について、精神科
以外で診療を受けている場合は、各専門の医師が記載したもの）

市町村の障害福祉課等に、
・自立支援医療（精神通院）支給認定申請書

・医師の診断書（※）（手帳と同時に申請する際は、「重度かつ継続」以外は
左記の手帳用の診断書も可）

・世帯所得状況確認書類
※ 指定自立支援医療機関に限る

根拠法令 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

交付数 台帳登載数 1,062,700人（平成30年度衛生行政報告例） 支給認定件数 2,105,973件（平成30年福祉行政報告例）
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精神障害者保健福祉手帳について

※東京都の場合
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自立支援医療(精神通院医療)受給者証について
※ 東京都
の場合
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医療受給者証所持者について（手帳所持状況・就労状況）

18

○医療受給者証所持者のうち、いずれの手帳も所持していない者は少なくとも約４割程度存在している可能性。

○医療受給者証所持者（※２）のうち、49.0％が無職となっている。

精神通院医療受給者（※２）の就労状況（ｎ＝810）

会社員（※３）・パート／アルバイト・
専門職（※４）（23.8％）

公務員／団体職員（4.4％）

会社役員・自営業／自由業
（3.2％）

就労継続支援Ａ型・Ｂ型事業等
の利用者（14.3％）

無職（49.0％）

学生（0.9％）

その他（4.3％）

（資料出所）自立支援医療受給者の世帯状況等に関するアンケート調査結果（2017年11月）。原則として、平成28年10～11月に自立支援医療受給者証の交付を受けた者につ
いて、平成28年10年１月現在の状況により調査。回答数1,587人・回収率28.1％。
ただし、「精神通院医療受給者の就労状況」については、一部、回答区分を厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課において統合している。
（※１）推計については、①３手帳の重複所持はないと仮定し、②同アンケート「受診の際の費用」において「精神通院医療」として回答した者を総数（精神通院医療の者の
回答総数は、実際にはそれ以上の可能性） として、厚生労働省職業安定局障害者雇用対策課において割合を推計。
（※２）障害者だけでなく、障害児の保護者も含まれることに留意が必要。（※３）正社員又は契約社員／派遣社員 （※４）医師・弁護士・会計士等

精神通院医療受給者の手帳所持者数

身体手帳（7.2％）

療育手帳（4.1％）

精神障害者保健福祉手帳
（44.2％）

手帳無し（44.4％）

身体手帳 療育手帳
精神障害者
保健福祉手帳

６１ ３５ ３７３

(単位：人）

（推計）精神通院医療受給者の手帳所持割合（※１）



医療受給者証所持者について（重度かつ継続）

19

○医療受給者証所持者のうち、約半数が重度かつ継続となっている。

アンケート回答者（平成28年10月時点）のうち、重度かつ継続である精神通院医療の医療受給者数

（資料出所）上図：令和元年度 福祉行政報告例
下図：自立支援医療受給者の世帯状況等に関するアンケート調査結果（2017年11月）

自立支援医療における支給認定件数（令和元年度）のうち、重度かつ継続である精神通院医療の医療受給者数

総数
（Ａ）【人】

うち重度かつ継続
（Ｂ）【人】

割合
（Ｂ／Ａ）【％】

2,182,913 1,001,724 ４５．９

総数
（Ａ）【人】

うち重度かつ継続に該当する者
（Ｂ）【人】

割合
（Ｂ／Ａ）【％】

５８１ ３８８ ６６．８
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実雇用率（％）

法定雇用率1.8% 1998.7.1～

法定雇用率1.6% 1988.4.1～

56.1

法定雇用率2.2%
2018.4.1～

○ 民間企業の雇用状況
雇用者数 57.8万人 （身体障害者35.6万人、知的障害者13.4万人、精神障害者8.8万人）
実雇用率 2.15％ 法定雇用率達成企業割合 48.6％

○ 雇用者数は17年連続で過去最高を更新。障害者雇用は着実に進展。

（2020年6月1日現在）

障害者雇用の状況

（万人） （％）

法定雇用率2.0% 2013.4.1～

法定雇用率1.5% 1976.10.1～
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ハローワークにおける障害者の職業紹介状況

○ 令和２（2020）年度のハローワークにおける障害者の就職件数は89,840件と、平成20年度以来、12年
ぶりに減少。新規求職申込件数は211,926件と、平成11年度以来、21年ぶりに減少。
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ハローワークにおける職業紹介状況(障害種別）①
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※令和２年１月のハローワーク刷新の影響により、令和２年度の実績はそれ以前の実績と単純比較できないことに留意。
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ハローワークにおける職業紹介状況(障害種別）②

就職件数

新規求職申込件数

新規求職申込件数

就職件数
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（件） （件）

（
年
度
）

（
年
度
）

※ 発達障害者のうち、障害者手帳を所持しない方。ただし、令和元年度、２年度の実績は、令和2年１月のハローワーク
システム刷新の影響により、障害者手帳を所持する発達障害者の方が一部含まれている。



全 数 全 数

精神障害者

知的障害者

その他

身体障害者

52,931件 89,840件

身体障害者

45.8％

24,241件

知的障害者

24.9％

13,164件

精神障害者

27.5％
14,555件

その他
1.8％

971件

45.2％
40,624件

22.0％

19,801件

10.5％
9,390件

22.3％

20,025件

平成22年度 令和２年度

ハローワークにおける職業紹介状況（就職件数）

○ハローワークにおける障害者の就職件数を障害種別にみると、特に精神障害者の就職件数が大幅に増加
している。
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精神障害者の継続雇用の課題となり得る要因（事業主回答）

令和元年７～９月に、精神障害者雇用トータルサポーターの支援を受けた事業主（N=883）に対してアンケートを実施。アンケート項

目のうち、精神障害者の雇用について、苦慮している点・不安な点については下記の通り。

26

※上記は全て記述式の回答。

◯障害・病気のため
・職場定着支援期間中に、本人の病状が悪化
・気付かないところでの病状悪化が不安
・体調不良になりやすく、勤怠が不安定
・本人が体調を崩して離職した
・不調時の対応方法が分からない

○障害に対する自己理解が不十分
・面接の際には障害受容ができている様子だったが、実際に働
くと障害に対処しきれていない部分が見受けられた
・自分の病状を理解しておらず、感情のコントロールができない

◯労働条件があわない
・採用直後から、長時間働ける精神障害者がなかなかいない
・長時間勤務ができない
・短時間勤務の社員の労働時間をどのように増やすべきか、基
準が不明確

○評価制度やキャリアアップへの課題
・ステップアップして長く勤めてもらいたい
・常勤の可能性等、障害者の今後の方針が決まっていない
・キャリア指導が難しい
・安定した障害者の方の今後の方針について、評価やステップ

アップが未定

◯人間関係の悪化
・同僚との人間関係がうまくいっていない

◯業務遂行上の課題あり
・業務量の調整の必要がある
・他部署の社員とのコミュニケーションが苦手のため、業務の
範囲が限られる

○企業側の障害に対する知識・理解が不十分
・個々の特性に応じた対応ができない
・困難ケースへの対応がわからない

○職務の選定が困難
・障害者に依頼できる業務がない
・ひとりひとりへの業務付与が困難
・特性に応じた仕事がない
・今後も雇用数を増やしたいが、業務の切り出し方法で行き詰ま
る可能性がある



重
度
◎

１
級

視覚障害：両眼の視力の和が0.01以下のもの。
肢体不自由：両上肢・下肢の機能を全廃したもの。

両上肢を手関節以上で欠くもの。又は両下肢を大腿の２
分の１以上で欠くもの。

内部障害：心臓、じん臓等の各種臓器の障害により自己の身辺の日 常
生活が極度に制限されるもの。

２
級

視覚障害：両眼の視力の和が0.02以上0.04以下のもの。
聴覚障害：両耳全ろう。
肢体不自由：両上肢・下肢の機能の著しい障害。

両上肢のすべての指を欠くもの。又は両下肢の下腿の２
分の１以上で欠くもの。

非
重
度
○

３
級

視覚障害：両眼の視力の和が0.05以上0.08以下のもの。
聴覚障害：耳介に接しなければ大声語を理解し得ないもの。
肢体不自由：両上肢のおや指及びひとさし指を欠くもの。

一上肢のすべての指を欠くもの。
一下肢の機能を全廃したもの。

内部障害：心臓、じん臓等の各種臓器の障害により家庭内での日常生
活が著しく制限されるもの。

４
級

視覚障害：両眼の視力の和が0.09以上0.12以下のもの。
聴覚障害：耳介に接しなければ話声語を理解し得ないもの。
肢体不自由：両上肢のおや指を欠くもの。

一上肢のおや指及びひとさし指を欠くもの。
一下肢の機能の著しい障害。

内部障害：心臓、じん臓等の各種臓器の障害により社会での日常生活
活動が著しく制限されるもの。

５
級

視覚障害：両眼の視力の和が0.13以上0.2以下のもの。
肢体不自由：両上肢のおや指の機能の著しい障害。一下肢の股関節又

は股関節の機能の著しい障害。

６
級

視覚障害：一眼の視力が0.02以下、他眼の視力が0.6以下のもので、両
眼の視力の和が0.2を超えるもの。

聴覚障害：40センチメートル以上の距離で発声された会話語を理解し得
ないもの。

肢体不自由：一上肢のおや指の機能の著しい障害。一下肢の足関節の
機能の著しい障害。

（参考２）身体障害者手帳制度

精神障害者保健福祉手帳の等級の基準について

重度（Ａ）
◎

知能指数が概ね35以下であって、次のいずれか
に該当する者。

・ 食事、着脱衣、排便及び洗面等日常生活の介助を
必要とする。

・ 異食、興奮などの問題行動を有する。

それ以外（Ｂ）
○

知能指数が概ね50以下であって、盲、ろうあ、肢体不
自由等を有する者。

１級
○

精神障害であって、日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる
程度のもの。

２級
○

精神障害であって、日常生活が著しく制限を受けるか又は日常
生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの。

３級
○

精神障害であって、日常生活若しくは社会生活が制限を受ける
か、又は日常生活若しくは社会生活に制限を加えることを必要と
する程度のもの。

（参考１）療育手帳制度

（注）

・ 療育手帳は各自治体の独自制度であるため、判定区分や呼び名は自治体
によって異なる。

・ 国が示している障害の程度は「重度（A）」と「それ以外（B）」のみ。

・ 上記の知能指数の数値の他に、「学習能力」「作業能力」「社会性」等を参

考に、総合的に障害の等級は決定される。

精神障害者保健福祉手帳制度
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３．精神障害者保健福祉手帳交付台帳登載数

１．身体障害者手帳交付台帳登載数

２．療育手帳交付台帳登載数

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

登載数
（人）

635,048 695,699 751,150 803,653 863,649 921,022 991,816 1,062,700 1,135,450

※ 台帳登載数は有効期限切れを除いている。

登載数
（人）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

総 数 5,206,780 5,231,570 5,252,242 5,227,529 5,194,473 5,148,082 5,107,524 5,087,257 5,054,188

18歳未満 107,936 107,021 106,461 105,318 103,969 102,391 100,948 99,958 98,369

18歳以上 5,098,844 5,124,549 5,145,781 5,122,211 5,090,504 5,045,691 5,006,576 4,987,299 4,955,819

登載数
（人）

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

総 数 878,502 908,988 941,326 974,898 1,009,232 1,044,573 1,079,938 1,115,962 1,151,284

18歳未満 226,384 232,094 238,987 246,336 254,929 262,702 271,270 279,649 287,548

18歳以上 652,118 676,894 702,339 728,562 754,303 781,871 808,668 836,316 863,736

出典：衛生行政報告例

出典：福祉行政報告例

出典：福祉行政報告例

障害者手帳所持者数について
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・障害者就業・生活支援センター
・就労移行支援事業所
・医療機関 等

地域障害者
職業センター

精神障害者
（新規求職者約10.1万人)

精神障害者雇用トータルサポーターについて

○障害特性の理解が十分でない者
○職業生活上の課題整理が十分で

ない者
○離転職を繰り返す者
○コミュニケーションが特に困難な者
○メンタルヘルスに配慮を要する者
○安定所以外の支援機関の援助が

得られない者

ハローワークにおいて、求職者本人に対するカウンセリングや就職に向けた準備プログラムを実施す
るとともに、事業主に対して、精神障害者等の雇用に係る課題解決のための相談援助等の業務を実施
○令和２年度実績 就職に向けた次の段階への移行率 ７４．８％ ※相談支援を終了した者のうち、就職、職業紹介、職業訓練・職場適
応訓練へ移行した割合

概 要

・職業評価
・準備支援
・ジョブコーチ

支援依頼 連 携

ハローワーク
専門援助部門

専門機関

業務内容

精神障害者雇用
トータルサポーター

精神障害者に対する支援
・ カウンセリング
・ 就職準備プログラムの実施
・ 職場実習のコーディネート
・ 専門機関への誘導
・ フォローアップ

アウトリーチによる
企業への働きかけ
・課題解決のための相談援助
・個別定着支援

・医療機関と企業の橋渡し業務

・先進事例の収集

・精神保健福祉士
・臨床心理士 等
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精神障害者雇用トータルサポーターの支援状況

配置人数（ ※1） 支援件数（※2） 就職率（※3）

令和２年度 237 161,357 80.9%

令和元年度 237 156,825 71.2%

平成30年度 245 158,136 69.5%

平成29年度 392 141,594 64.7%

平成28年度 390 122,526 61.2%

平成27年度 356 106,388 57.6%

※1 平成30年度から、トータルサポーターの勤務時間・日数を統一したため、配置人数が大幅に変動している。
※2 本人へのカウンセリングや相談支援、支援機関への誘導、精神障害者等の雇用に係る課題解決のための企業への支援等。
※3 就職に向けた次の段階に移行した者（①就職（トライアル雇用含む）、②職業紹介ができる段階への移行、③職業訓練・職場適応訓練への

あっせん）のうち、就職した者の割合。令和２年度より、就職準備段階から就職まで一貫した支援が行えるよう、トータルサポーターが職業紹介
も実施できるよう取扱を変更。②について、実際に職業紹介を行った者に限定することとしたため、就職率の計上方法は、令和2年度から異
なっている点に留意。

◎ ハローワークにおいて、本人に対するカウンセリングや就職に向けた準備プログラムを実施するとともに、

事業主に対して、精神障害者等の雇用に係る課題解決のための相談援助等の業務を実施
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○ 障害者の雇用経験や雇用ノウハウが不足している雇用ゼロ企業に対して、 HWが中心となって各種支援機関と連携し、企業

ごとのニーズに合わせて、求人ニーズに適合した求職者の開拓等の準備段階から採用後の定着支援まで障害者雇用を一貫

して支援する。

企業向けチーム支援の実施

○ 労働局・ハローワークに配置する「就職支援コーディネーター」や「精神障害者雇用トータルサポーター」が企業に訪問し、企
業のニーズに合わせた支援を提案。

○ ハローワークが中心となって、地域の関係機関と連携し、地域の現状やニーズを踏まえた支援メニューについて検討し、効果
的・効率的な取組方針を決定。

障害者雇用推進チーム

就職支援コーディネーター

地域障害者職業センター

障害者就業・生活支援センター 福祉事業所

自治体ハローワーク

準備段階 採用活動 採用後

・企業向けセミナー
・業務の切り出し支援
・求人受理

・職場実習の実施
・就労移行支援事業所や
特別支援学校の見学

・各種助成金制度の活用支援
・ジョブコーチ等の活用案内
・職場定着支援

支援内容

精神障害者雇用
トータルサポーター
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 精神障害者等が、働く上での自分の特徴やアピールポイント、希望する配慮等を支援機関と一緒に整理し、
就職や職場定着に向け、職場や支援機関と必要な支援について話し合う際に活用できる情報共有ツール。

精神障害者等の就労パスポート

 精神障害者等の障害理解や支援機関同士での情報連携等を進めるとともに、事業主による採用選考時の
本人理解や就職後の職場環境整備を促進。

※ 就労パスポートの作成・活用・管理、共有の範囲等は、精神障害者等本人の意向による。活用スキーム

概 要
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就労パスポート

5つの記載項目
○ 職務経験
○ 仕事上のアピールポイント
○ 体調管理と希望する働き方
○ コミュニケーション面
○ 作業遂行面

◆ 本人の特徴やできること、希
望する配慮を、チェック方式と
自由記述で整理
「○○の対応が可能」、「○○
の支援により○○の対応が可
能」といった内容

各支援機関による就労パスポート作成支援、就職・定着支援

障害のある方 事業主、職場の上司・同僚等

体調把握、作業指示、コミュニ
ケーション、合理的配慮の検討等
の参考にしてもらう

雇用管理上の配慮の実施状況確認、
ステップアップに際して必要な配慮、
支援内容の検討等の参考にしてもらう

就労パスポートによる情報の共有と連携

様々な体験

ふり返り

自己理解を
深める

事業主等に分かり
やすく伝える

就職後

職場実習前、採用面接時、就職時

精神障害者等

一人ひとりの

特徴に即した

職場環境整備


